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東急グループ経営方針の実行施策
東急グループ経営方針

施策の実行により、株主価値の最大化を目指す

東急グループ事業再編成による選択と集中

東急グループマネジメントの整備

東急グループ成長戦略の推進による事業の活性化
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２０００年度 中間連結決算

連結決算の概要

【 中間連結損益計算書 】 （億円）

860

285

145

412

1,702

東急建設

東急観光

その他

東京急行電鉄

695億円

不足額

東京急行電鉄

東急建設

東急観光

２０００年度

一括償却
（今中間期では半

額）

1,007

613

97
57

240
その他

【 退職給付債務 】

1,800
（億円）

営 業 収 益 ４，４７９

営 業 利 益 ３７２

経 常 利 益 １８６

特別利益 １７０

特別損失 ４９０

中間純利益 ▲１６６
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退職給付債務 既 認識額
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東急グループ全体の健全性目標
東急グループ経営方針

健全性回復の目標値（２００３年３月）

有利子負債 / ＥＢＩＴＤＡ倍率 = １０倍以下

東急グループ合算有利子負債 ５,０００億円 削減

東急グループ合算 ＥＢＩＴＤＡ ３割 増加

（ 例 ）
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株式交換の目的

株式交換

ホテル事業の一元化

ブランドカテゴリーの

整理・充実

オペレータービジネスの

強化
重複業務の集約

営業力強化 資産効率向上

事業価値向上
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グレードの整理
ブランドカテゴリーの整理・充実

【 統 合 後 】

ラグジュアリー
＆

デラックス

スーペリア

スタンダード

客室主体

種 別

グレード

フルサービス

東急イン

エクセルホテル

東急
東急ホテル

【 現 状 】

ラグジュアリー
＆

デラックス

種 別

グレード

東急イン

エクセルホテル

東急

東急ホテル

客室主体 フルサービス

スーペリア

スタンダード
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オペレータービジネスの強化

現 状

ホテル事業部

（ 東急インチェーン ）

所有・賃借

オーナー

オペレーション

【 東京急行電鉄㈱ 】

２６ %
【 ㈱東急ホテルチェーン 】

所有・賃借

オーナー

オペレーション
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２００１年 １月
オペレータービジネスの強化

（ ４月営業開始 ）

２６ %

【 ㈱東急ホテルマネジメント 】

オペレーション

マネジメント契約

（ 東急インチェーン ）

所有・賃借

オーナー

オーナー化

【 東京急行電鉄㈱ 】

ホテル事業部

１００ %【 ㈱東急ホテルチェーン 】

所有・賃借

オーナー

オペレーション

オーナー・オペレーション
機能の分離
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オペレータービジネスの強化

２００１年 ７月

１００ %

【 ㈱東急ホテルマネジメント 】

オペレーション

マネジメント契約

株式交換

１００ %

ホテル事業部

（ 東急インチェーン ）

所有・賃借

オーナー

【 東京急行電鉄㈱ 】

【 ㈱東急ホテルチェーン 】

所有・賃借

オーナー

オペレーション

完全子会社化
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オペレータービジネスの強化

２００２年

１００ %
【 ㈱東急ホテルチェーン 】

所有・賃借

オーナー

オペレーション

【 ㈱東急ホテルマネジメント 】

オペレーション

１００ %

マネジメント契約マネジメント契約

ホテル事業部

（ 東急インチェーン ）

所有・賃借

オーナー

【 東京急行電鉄㈱ 】

マネジメント契約・フランチャイズ契約

第 三 者 オ ー ナ ー
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重複業務の集約

チェーン統合による重複業務の集約

予約機能（セントラルリザベーション）の統合・強化

顧客の混乱を回避、コストダウン、エージェント依存度低下

顧客管理（ロイヤルカスタマーサービス）の充実

ＦＧＰ（フリークエントゲストプログラム）などによる顧客囲い込みを視野

セールス・マーケティング機能の集約

営業部門の一元化・共通化による営業効率の向上

間接費用の削減

本部コスト、ＩＴ投資負担減少、等
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株式交換の目的

株式交換

ホテル事業の一元化

ブランドカテゴリーの

整理・充実

オペレータービジネスの

強化
重複業務の集約

営業力強化 資産効率向上

事業価値向上
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株式交換の概要

東 京 急 行 電 鉄 １ ： 東急ホテルチェーン ０．３２

株式交換比率

簡易株式交換
（株式交換により発行する新株式数が発行済株式数の５％未満）

株式交換の方法

額面普通株式（額面５０円） ２５，５３７，１６５株
（発行済株式数の５％未満）

株式交換により発行する新株式数

単位未満株主は買い増しにより単位株式とすることが可能

単位未満株式買増サービス

東京急行電鉄の株主優待制度に東急ホテルチェーンの優待を追加

株主優待制度の変更
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東急不動産 「中期経営計画」 策定
グループ各社の状況

【 計画の基本的考え方 】
株主価値の拡大

東急不動産単体での早期経営体質の健全化を図ると共に連結企業経営をベースとした
株主価値の拡大を目指す

時代変化への対応

時代変化に対応した東急不動産グループとしての新しいビジネス・モデルの構築を図る

【 計画の目標値 （ ２００４年度） 】 【 ２０００年度 当初予想 】

•経常利益

•有利子負債

•自己資本

•ＲＯＡ

•ＥＢＩＴＤＡ倍率

連
結

：

：

：

：

：

１５０億円

４，２２０億円以下

７２０億円以上

４％以上

１０倍

単
体

•経常利益

•有利子負債

•自己資本

•ＲＯＡ

•ＥＢＩＴＤＡ倍率

：

：

：

：

：

６０億円

３，６００億円以下

１，０００億円以上

３％以上

１２倍

•経常利益

•有利子負債

•自己資本（中間時実績）

•ＲＯＡ

•ＥＢＩＴＤＡ倍率

：

：

：

：

：

１００億円

５，２２０億円

３０３億円

２．６％

１５．３倍

連
結

•経常利益

•有利子負債

•自己資本（中間時実績）

•ＲＯＡ

•ＥＢＩＴＤＡ倍率

：

：

：

：

：

２５億円

４，３００億円

７３０億円

１．９％

２１．２倍

単
体

（ 備考 ） ＲＯＡ ＝ （ 営業利益＋ 営業外収入 ） ÷ 総資産 ＥＢＩＴＤＡ倍率 ＝ 有利子負債÷ 償却前営業利益
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東急百貨店 「事業改革計画」 進捗状況
グループ各社の状況

【 店舗改装・増床 】
• 東横店地下食品売場「フードショー」開業および上層階リニューアル

• グランベリーモール「Ｑ’Ｓ ＢＡＳＫＥＴ」開業

• 日吉店リニューアル

• たまプラーザ店地下食品売場・１階リニューアル

• 港北店リニューアル

【 子会社リストラ 】
• 不採算店舗・事業の再編成

• 子会社・関連会社含み損失の処理

• ノンコア事業子会社・関連会社の売却

子会社数 ： ２０００年度期首５２社→期末３６社

清算・合併 １３社 ：西南東急百貨店 港北東急百貨店 日吉東急百貨店

西南開発 青葉台駐車場 ラビアンヴィ 東横物産 他

売 却 ４社 ： タイシルク 札幌セントラルミート 他

新 設 １社 ： あおば東急百貨店
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東急建設 「経営再建計画」 進捗状況
グループ各社の状況

【 収益構造の改革 】
計画最終年度 実 績 値

（２００１年度） （１９９９年度）

受 注 高 ３，０００億円 ３，２２１億円

完成工事総利益 ３００億円 ３５６億円

販 管 費 完成工事高の５．３％ 完成工事高の５．４％

社 員 数 ２，８００名体制 ３，０５０名

【 有利子負債 】

計画値

（２００４年３月末）

２，９５８億円

実績値

（２０００年３月末）

３，０１６億円

（２０００年９月末）

２，９４７億円

【 含み損失の処理 】
計画最終年度（累計） 実績値（累計）

（２００１年度） （１９９９年度）

海外関係会社 １８０億円 １９０億円

国内関係会社 ３００億円 ３３０億円

滞 留 債 権 １２０億円 １８０億円

土地売却・評価損 ３２０億円 ４７０億円

計 ９２０億円 １，１７０億円
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事業の選択と集中

Ａ Ｉ Ｉ 企画の事業化

Ａ Ｉ Ｉ 企画 ㈱ 事業化 および 社名変更

「 Ａ Ｉ Ｉ 株式会社 」

資本金 ３０億円 【 ２００１年１月末時点予定 】
< 株主構成 および その役割 >
ソ ニ ー ５１% ・ネットワークビジネスにおけるノウハウ、技術力の提供

東京急行電鉄・東急ケーブルテレビジョンによるＣＡＴＶ網を使ったイン
ターネット接続サービス、ブロードバンド・コンテンツの

２０%
利用者ニーズの蓄積および「日本デジタル配信」との
シナジーの提供

関 西 電 力 １０% ・インターネット接続事業等の幅広い情報通信事業のノウハウ
の提供

伊藤忠商事 ８% ・ＣＡＴＶ関連や衛星放送等のコンテンツ事業のノウハウの提供

他 １１%
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東
京
急
行
電
鉄
㈱

事業の選択と集中

タクシー事業

㈱じょうてつ
所在 ：札幌市

群馬バス㈱
所在 ：高崎市

定鉄観光㈱
（現札幌第一交通）

高崎タクシー㈱
（現高崎第一交通）

県都タクシー㈱
（現県都第一交通）

群北自動車交通㈱
（現群北第一交通）

58.8%
保有

２０００年１１月

譲 渡
第一交通産業㈱

所在 ：北九州市

業種 ： タクシー業

不動産業

※ タクシー保有台数

3,857台
(2000.12.7 現在)

※ 2000年4月
福岡証券取引所 上場

80.5%
保有

２０００年１２月

譲 渡

不動産事業を中心とした協力関係の構築 （外部企業とのアライアンス ）
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事業の選択と集中

石油販売事業

２００１年３月末をもって石油販売事業の営業を終了

当社の石油販売事業を取り巻く環境

石油販売価格の安値競争

建設・運送業者を中心とした燃料需要の減少

大口顧客との取引中止

原油価格の上昇

当社石油販売事業の収支実績

営
業
収
益

営
業
費
用

（単位：百万円）

18,884 19,002

営
業
損
失

ー 118

17,658 18,634

－ 976

20,774
21,139

19,484
20,064

17,011
17,662

－ 365 － 579 － 650

20,000

10,000

0
－1,000

１９９５年度 １９９６年度 １９９７年度 １９９８年度 １９９９年度
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